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フランジ付方形導波管を用いた損失誘電体の複素誘電率の測定
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あらまし フランジ付方形導波管を金属裏打ちの損失誘電体シートに押し当て，開口面からの反射係数を測定
することにより，誘電体の複素誘電率を求めることができれば，非破壊測定法として有効である．本論文ではス
ペクトル領域法を適用して導出した連立方程式を解くことにより，反射係数から損失誘電体試料の複素誘電率を
求めるための等高線図を作成し，その性質について考察した．また，実験によりこれら等高線図の有効性を確認
した．等高線図内で誘電率が比較的精度良く定められる領域においては，汎用のネットワークアナライザにより，
誘電率を約 5%の精度で定められることがわかった．更に，損失誘電体内の電磁波が，伝搬方向へ減衰する様子
を調べ，実際の測定に必要なフランジ及び試料の大きさを求めた．
キーワード フランジ付方形導波管，スペクトル領域法，複素誘電率，等高線図

1. ま え が き

電波吸収体やレドーム等の設計を行う際，材料の誘

電率や透磁率 (以下，材料定数と呼ぶ)を正確に知る必

要が生じる．マイクロ波帯における材料定数の測定法

としては導波管法がよく用いられるが [1]，これは測定

用導波管の寸法に合わせた試料を作る必要があり，加

工に手間を要する上，管壁とのすきまによる誤差が生

じることがあり，特に周波数が高い場合に不利となる．

これに対し，非破壊測定法として，フランジ付方形導

波管を金属裏打ちの電波吸収体に押し当て，開口面の

反射係数の測定値から材料定数を求める方法が提案さ

れている [2],[3]．これに対し我々は，反射係数から具

体的に誘電率を定めることを目標に，反射係数の算出

について理論的，実験的検討を行ってきた [4]～[8]．そ

の結果，基本モード反射係数の測定値が理論値とよく

一致することが確かめられ，本方法が材料定数測定に

適用できる見通しが得られた．しかし，測定された反
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射係数から誘電率を定めるための具体的な方法につい

ては未検討であった．

本論文では，これまでの検討結果に基づいて，反射

係数の振幅と位相から誘電率の実部と虚部を読み取る

ことのできる等高線図を作成し，等高線の分布や材料

の厚さに対する変化の様子について詳しく考察し，そ

の有効性を実験により確認した．また，等高線図の測

定点において，汎用のネットワークアナライザによる

誤差評価を行った．更に，実際の測定では，フランジ

や試料は有限の大きさに定める必要性から，測定に用

いるべきフランジ及び試料の大きさを求めた．

2. 理 論 式

図 1(a)に示すフランジ付方形導波管を，同図 (b)の

ように金属裏打ちの損失誘電体に押し当てた構造を対

象とする．導波管側 (z 5 0)より基本モード (TE10波)

を入射させたときに，開口面 (z = 0)において発生す

る基本モード及び高次モードは，文献 [4]において導

出過程が示されているので，結果のみを以下に示す．

まず，開口面における反射波は，スペクトル領域法

[9]により導出された次の無限元連立方程式を未知数

Cmn; Dmnについて解くことにより得られる．
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ここで，Cmn;Dmnはそれぞれ，開口面において発

生するTEmn,TMmnモード反射波を表す未知係数で

ある．

また，PCx(m;n; k; l); PDx(m;n; k; l); PCy(m;n;

k; l); PDy(m;n; k; l) 及び Æ
mk

nly
, Æmk

nlx
は，以下に示す

式となる．
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(a)フランジ付方形導波管 (a > b)

(b)解析構造

図 1 フランジ付方形導波管と解析構造
Fig. 1 Flanged rectangular waveguide and structure of the

analysis. (a) Flanged rectangular waveguide(a > b),

(b) Structure of the analysis.
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ただし，�̂mny; �̂mnxは，導波管内電磁界の分布関数

�mny;�mnxのフーリエ変換であり，次式で表される．
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式 (2)の �̂klyや �̂klxは，それぞれ式 (3)の �̂mny;

�̂mnx のm;nを k; lに置き換えたものに等しく，これ

らは開口面分布に直交性を利用するために分布関数

�kly;�klx を乗じ，フーリエ変換を適用した結果，現

れた項である．kや lは，直交性操作のための任意の整

数であるが，式 (1)を解く際に，計算に含めた各モー

ドm;nと同じ整数を k; lに代入することにより，未知

数と同じ数の方程式が得られる．

Cmn; Dmnより各モード反射波の電界Eyは，それ

ぞれ次式で表される．

TEmn波：� k
I
x
Cmn TMmn波：

k
I
y
k
I
z

!"1
Dmn (5)

これらと入射電界との振幅比で高次モード発生率を

定義し，このうち基本モードの発生率を反射係数�と

する．

3. 等 高 線 図

誘電体試料の厚さ d及び周波数を定め，あらかじめ

式 (1)より反射係数�を算出し，図化しておけば，反

射係数�の測定値から複素誘電率 "
r
= "

0

r
� j"

00

r
を読

み取ることができる．ここでは，周波数10GHz，材料

の透磁率� = �0とし，導波管はX帯用のWRJ－ 10

（a =22.9mm, b =10.2mm）を対象として理論計算を

行い，等高線図を作成する．

未知数Cmn;Dmnは，無限元の連立方程式から，有

限個の変数 (モード数)で打ち切ってその値が定められ

る．これまでの検討結果から，6個の未知数（モード数）

で方程式を解いた結果は実測値とよく一致することが確

かめられている [4]．しかし，その後の研究により本構

造では開口面において基本モード以外にTM波が発生

しやすいことが明らかになったので [6]，これらを優先

的に含めた新たな6モード(TE10,TE30,TE12,TM12,

TE14,TM14)で，試料の厚さをパラメータとして計算

した結果から等高線図を作成し，図 2に示す．誘電率

の範囲は，マイクロ波帯用の誘電体材料の誘電率がお

おむね含まれるように，実部 "
0

r
を 1～10，虚部 "

00

r
を

0～5とした．図 1の構造で測定された反射係数の大き

さ j�jと位相角 �を図 2の等高線図にプロットするこ

とにより，誘電体試料の複素比誘電率 "
r
= "

0

r
� j"

00

r

を読み取ることができる．

図 2より以下のことがわかる．

縦横の目盛幅を等しくした場合，大きさ j�jについて

は，同じ値を結んだものが同心円に近い閉曲線となり，

これに直交するように等位相線が放射状に描かれる．

また，いずれの厚さでも反射係数�=0となる整合点が

存在し，この近傍では等高線が密集し，整合点より遠

ざかるに従いその間隔は広がる．等位相線は�180Æの

範囲で分布するが，特に�100Æ以内において密集して

いる．厚さ dの増加に伴い，整合点の実部 "
0

r
は減少す

る向きに移動することがわかる．整合点を与える虚部

"
00

r
は1.0～1.5付近の値を示しており，厚さdの増加に

対しわずかながら減少する傾向をもつ．
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等高線図が以上の性質をもつことから，本方法で誘

電率を定める際に，反射係数の測定誤差による影響は，

誘電率の値によって異なる．また，同じ誘電率であっ

ても，厚さdにより等高線の密集の程度が異なるので，

誤差も変化する．そこで，厚さ dを適当に選定すれば，

誤差の少ない測定ができる．

図 2の各厚さ dにおける整合点の実部 "
0

r
を，等高線

図から読み取り図 3に黒点で示す．一方，平行導体板

に挟まれた誘電体内を，TE波またはTM波として伝

搬することができない導体板間隔の最大値を遮断厚さ

dcと定義すると，

dc =
�0

2
p
"0
r

(6)

となる [6]．ここで，�0は自由空間波長である．d =

dc=2とすれば，

"
0

r
=

�
�0

4d

�2

(7)

が得られ，この関係を図 3に実線で示す．同図の実線

と黒点には "
0

r
の値で約 0.5の差異が認められるが，お

おむね一致している．すなわち，試料厚さ d � dc=2

(a)厚さ d=2.7mm

(b)厚さ d=3.5mm

に設定することができれば，整合点近傍の等高線図を

用いることができ，反射係数の測定誤差による誘電率

の誤差が少なくてすむ．被測定試料の比誘電率 "
0

r
の概

略値がわかれば，式 (7)で定まる厚さに選べば，精度

の高い誘電率測定ができる．

また，シート形電波吸収体に使用される損失誘電体

材料のうち，比誘電率の虚部 "
00

r
が約1以下であるもの

は，位相角�ができる限り�100Æ以内となるように測

定される方が整合点に近く，正確な値が得られるとい

える．

(c)厚さ d=4.88mm

(d)厚さ d=6.5mm

(e)厚さ d=8.0mm

図 2 等高線図 (周波数：10GHz)

Fig. 2 Contour chart. (Freq.=10GHz) (a) d=2.7mm, (b) d=3.5mm, (c) d=4.88mm,

(d) d=6.5mm, (e) d=8.0mm.
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図 3 試料厚さに対する整合点の誘電率 (実部)

Fig. 3 Permittivity of the matching point due to sample

thickness.

誘電率が全く未知であるときは，反射係数の大きさ

j�jの測定値がなるべく0.5以下となるような厚さの試

料を用いるのがよく，このためには厚さが異なる 2個

以上の試料を用意することが必要となる．まず，誘電

率の概略値を知るために，例えば図2(c)d=4.88mmの

試料で測定し，得られた誘電率の実部 "
0

r
から，図 3よ

り最適な試料厚さ dと，これに対する詳細な等高線図

を求め，再度測定すればよい．

厚さdが大きくなると，複数の整合点が等高線図上に

現れることが図 2(e)から明らかであり，1 < "
0

r
< 10

の範囲では誘電率が一つに特定しかねることになる．

したがって，測定の際，試料の誘電率の概略値に対し，

少なくとも遮断厚さ以下の試料を用いる必要がある．

4. 測定に必要なフランジの大きさ

図 2で得た等高線図の解析は，図 1のフランジに無

限の広がりを仮定している．実際の測定では有限の広

さのフランジ及び試料を用いるので，反射係数�を測

定する際に，試料端部からの反射に起因する誤差が起

こる可能性がある．したがって，有限長のフランジ及

び試料に対しても図 2の等高線図を適用するには，試

料端部からの反射の影響がないように，誘電体内を伝

搬する電磁波が減衰するのに十分な広さのフランジ及

び試料を使用しなければならない．

遮断厚さ以下ではTEM波で，遮断厚さを超えると

TM波の姿態で主に y方向に伝搬することから [6]，こ

の方向に進む電磁波のx成分の磁界Hxに着目し，x=0

の y軸方向分布を求める．値は開口面 z=0における入

射波の磁界Hx成分の振幅H0で規格化し，結果を図

4に示す．ここで，誘電率は電波吸収体の材料として

使用される炭化けい素FRPの値を用い，更にその損

(a)d=1.0mm

(b)d=3.5mm

図 4 磁界Hx の y軸方向分布
Fig. 4 Hx distributions along the y-axis.(Freq.=10GHz,

d=3.5mm) (a) d=1.0mm, (b) d=3.5mm, (c)

d=6.5mm, (d) d=8.0mm.

表 1 減衰距離 ya[単位：mm]

Table 1 Distance for attenuation ya.

失 (虚部)を変化させた 3種類について計算した．同図

より，明らかに損失が大きい方が距離 yに対する減衰

も大きく，これは容易に理解されることである．遮断

厚さ (6.5mm)以下の (a)～(c)では，磁界Hxがyの増

加とともに滑らかに減衰しているが，遮断厚さより厚

い (d)では波打つパターンとなることがわかる．これ

は，遮断厚さより厚い場合，y方向にTM波で伝搬す

るためにその過程で，開口面で生じた基本モードと高

次モードの速度差による干渉によるものと考えられる．

図4から，磁界Hxがy方向に－20dBに減衰する距

離 yaを求め，表 1及び図 5に示す．表1及び図 5より，
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(c)d=6.5mm

(d)d=8.0mm

図 4（つづき）
Fig. 4 (Continued)

図 5 減衰距離 ya

Fig. 5 Distance for attenuation ya.

減衰距離 yaは厚さ dが約 3.5mmまではほぼ一定で，

これより厚くなると急減することがわかる．そして遮

断厚さdcまで減少し，その後再び増加してほぼ一定値

となる．これは遮断厚さdc=6.5mmを境として，y方

向への伝搬型式がTEM波からTM波へ変化するため

図 6 実験の構成
Fig. 6 Experimental setup.

[6]，その遷移過程の影響が減衰距離 yaに現れたもの

と考えられる．また，本構造ではTM波よりTEM波

の方が y方向へ伝搬しやすいこともこの図からわかる．

遮断厚さ d=6.5mmでは，損失誘電体内部の電磁界分

布 [6]より，x方向へTE波で伝搬する量が多く，この

ため減衰距離 yaが極小になるものと推測される．

以上より誘電体試料の寸法は，伝搬する電磁波が十

分減衰する距離に設定すべきであり，例えば比誘電率

が "r = 5:25� j0:3の材料では，30cm�30cm程度の

大きさのフランジ及び試料を用いればよいことがわか

る．これは実現可能な大きさである．被測定デバイス

の応答を時間 (距離)で表示し，時間的に分離された不

要な反射の影響を除去する機能 (タイムドメイン機能，

ゲーティング機能)[10]を備えたネットワークアナライ

ザを用いれば，試料端部からの反射を除去することが

できるので，フランジや試料は損失によらず，更に小

さいものですむ．

5. 実 験 結 果

等高線図の有効性を確認するために導波管法で測定

した結果との比較を行った例を示す．厚さと誘電率が

異なる 3種類の炭化けい素FRP製の損失誘電体試料

(試料1,2,3)について，図6に示す構成で測定を行った．

導波管法で求めた "
0

r
の近傍について詳細な等高線図

を作成し，反射係数の大きさ j�jと位相角 �の測定値

を等高線図にプロットした結果を図 7に示す．測定に

使用した試料の寸法は 147mm�147mmであり，前章

で定義した減衰距離 yaより短いが，試料端部からの

反射による影響は認められなかった．また，試料厚さ

dは，マイクロメータにより場所を変えて 1/1000mm

まで測定した値の平均をとったものである．
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(a)試料 1（厚さ d=4.25mm）

(b)試料 2（厚さ d=3.76mm）

(c)試料 3（厚さ d=3.17mm）

図 7 実験結果 (周波数：10GHz，試料の大きさ：
x� y=147mm�147mm)

Fig. 7 Experimental results. (Freq.=10GHz, sample

width：x� y=147mm�147mm )

(a) Sample1(d=4.25mm), (b) Sample2(d=3.76mm),

(c) Sample3(d=3.17mm).

表 2 比誘電率の測定結果
Table 2 Measurement result of the relative permittivities.

図 8 最適厚さでないときの例 (厚さ d=2.7mm，黒点は試
料 2の測定値)

Fig. 8 An Example for non-optimum thickness. (d=2.7mm，
Solid point is measured value of sample2 )

各試料について図 7から読み取った誘電率と，導波

管法で測定した値を比較した結果を表 2に示す．両者

はほぼ一致しており，得られた等高線図は，実用に供

し得るものと考えられる．

次に反射係数の測定誤差による誘電率の誤差を評価

する．反射係数�の測定値に含まれる誤差は，特定され

る誘電率にも誤差を与える．等高線図から明らかなよ

うに，反射係数�の測定誤差が誘電率の読取りに与え

る誤差は，等高線の間隔が一定でないため，誘電率の

値によって異なる．測定に使用したネットワークアナラ

イザの確度は，測定される値により異なり，試料1,2,3

の実験値の順にそれぞれ，�j�j =�0.005，�0.004，

�0.003，��=�0.6Æ,�0.8Æ,�2.0Æであった．これら

より，試料厚さ dを一定とみなし，図 7を用いて各実

験値の誘電率に含まれる誤差�"0
r
;�"00

r
を求めると両

者はほぼ等しく，試料1；0.03，試料2；0.04，試料3；

0.05であり，いずれも 5%以内で誘電率が求められる

ことがわかった．

次に試料 2に対して最適な厚さでない場合の等

高線図 (d=2.7mm)を作成し，表 2の測定結果 "r =
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5:27�j0:23をプロットしたものを図8に示す．図7(b)

に比較して明らかに等高線の間隔は増大している．この

ときネットワークアナライザの確度は，�j�j =�0.005，

�� =�0.6Æであり，誤差は�"0
r
;�"00

r
ともに 0.14と

求まる．このように，誤差は最適厚さの 5%以内に比

べ劣化する．

6. む す び

フランジ付方形導波管を金属裏打ちの損失誘電体に

押し当て，開口面の反射係数から誘電体の複素誘電率

を特定する方法について検討を行った．本方法によれ

ば，スペクトル領域法により導出された連立方程式の

計算結果から作成した等高線図を用い，反射係数の大

きさと位相角の測定結果から，比誘電率の実部と虚部

を直接求めることができる．被測定試料は，誤差が少

ない等高線図の整合点近傍で測定するために，反射係

数が小さくなるような厚さとして遮断厚さの 1/2に設

定するのがよい．この厚さでは，汎用のネットワーク

アナライザを使用し，誘電率を約 5%以内の精度で定

められる．

また，電磁波が誘電体試料内でフランジに平行な方

向に伝搬するため，減衰するのに十分な広さの試料を

用いなければならない．このために必要な試料は，実

際的な大きさであることが確かめられた．

3種類の損失誘電率試料について測定を行った結果

より特定された誘電率は，導波管法による測定値にほ

ぼ一致し，等高線図の有効性が確認された．

今後，被測定試料とフランジとにすきまがあるとき

の誤差について検討する必要がある．
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